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参考資料集（活力ある経済発展を目指す検討小委員会中間レポート）

第１章 九州圏における現状と課題

第１節 九州圏の圏土構造の位置づけと特徴

（１）発展する東アジア等に開かれた九州圏

・ 東アジア等と九州圏の歴史的つながり・・・・・・・・・・・・・ ２

・ 東アジアに開かれた九州圏・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３

（２）発展する北部九州の都市圏と地域を支える拠点となる都市圏

・ 北部九州の都市圏への人、物、情報等の集中・・・・・・・・・・ ４

・ 都市が適度に分散する九州圏の都市構造・・・・・・・・・・・・ ５

・ 九州圏を支える交通・情報通信ネットワーク・・・・・・・・・・ ６

（３）地域資源が豊富な九州圏

・ 九州圏の地域資源・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ７

・ 我が国の食・木材供給を支える地域としての九州圏・・・・・・・ ８

・ 一大観光地としての九州圏・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ９

（４）厚みを増す九州圏の集積産業

・ 九州圏の産業構造・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０

・ 自動車産業、半導体産業等の産業集積・・・・・・・・・・・・・１１

・ 新たなニーズに対応した新産業の形成・・・・・・・・・・・・・１２

第２節 九州圏を取巻く経済社会情勢の転換

（１）人口減少・少子高齢化の進行

・ 本格的な人口減少社会の到来、急速な少子高齢化の進展・・・・・１３

・ 人口減少・少子高齢化の影響・・・・・・・・・・・・・・・・・１４

（２）産業構造変化の加速

・ 産業構造の転換・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１５

・ 生活・産業の情報化・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１８

（３）東アジア等の経済発展と九州圏の国際化

・ 東アジア等の著しい経済発展・・・・・・・・・・・・・・・・・１９

・ 東アジアの発展と九州圏の人、物、情報等の流通・・・・・・・・２０



・九州圏は、首都東京まで約1,000km離れた圏域である一方で、海峡を隔てて朝鮮半島に近接し、東京とほ
ぼ同じ距離以内に上海など東アジアの主要都市が分布している。

・九州圏の人口約1,340万人、域内総生産44兆円は、欧州の中規模国オランダ、スイス等と同等規模である。
全国比では、面積の約11％、人口の約11％、総生産の約９％とわが国の約１割を占める。

県土面積（Ｈ18）

2,440
4,095

6,403
5,099

6,346

9,043

4,844

福
岡
県

佐
賀
県

長
崎
県

熊
本
県

大
分
県

宮
崎
県

鹿
児
島
県

K㎡

名目GDP比較（Ｈ16）

2.9 4.4 5.8 4.5 3.6
5.3

17.6

福
岡
県

佐
賀
県

長
崎
県

熊
本
県

大
分
県

宮
崎
県

鹿
児
島
県

兆円

人口（H17）

87
148 184

121 115
175

505

福
岡
県

佐
賀
県

長
崎
県

熊
本
県

大
分
県

宮
崎
県

鹿
児
島
県

万人

九州圏

九州圏

大分県

宮崎県

鹿児島県

熊本県

長崎県

佐賀県

福岡県
ＧＤＰ

対全国比

0

2,000,000

4,000,000

6,000,000

8,000,000

10,000,000

12,000,000

14,000,000

16,000,000

18,000,000

福
岡
県

佐
賀
県

長
崎
県

熊
本
県

大
分
県

宮
崎
県

鹿
児
島
県

0%

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%（百万円）

3.4%

0.5%

0.8%

1.1%

0.9%

0.7%

1.0%

16,205,289

2,511,218

3,776,702

5,074,918

4,026,161

3,121,623

4,591,819

県内総生産（名目） （Ｈ16）

１人当たり 県民所得（Ｈ16）

2,570 2,453
2,190

2,366
2,653

2,340 2,207

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

福
岡
県

佐
賀
県

長
崎
県

熊
本
県

大
分
県

宮
崎
県

鹿
児
島
県

（千円）

九州圏の平均 2,397

第１章第１節 九州圏の位置づけと圏土構造の特徴
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第１章第１節 （１）① 東アジア等と九州圏の歴史的つながり

・九州圏は、紀元前よりアジアとわが国の人、物、文化等の交流の窓口として機能してきた。
・稲作や鉄器、鏡などの伝来にまつわる吉野ヶ里遺跡、大陸をにらんだ防衛・外交の拠点である大宰府政庁
をはじめ数々の国際交流の舞台の跡が残り、アジア、ヨーロッパの諸文明との窓口として重要な役割を果
たしてきた。

九州圏の東アジア等との歴史的つながり

稲作、鉄器、鏡など伝わる（佐賀：吉野ヶ里遺跡ほか）

倭の奴の国王後漢に使者（志賀島：金印）

仏教の伝来（百済経由）

遣隋使（小野妹子）

遣唐使開始

白村江の戦で新羅・唐に敗れる

大宰府政庁開設と、防人の配備

空海、最澄唐に渡る（第１１回遣唐使）

鴻臚館（外国使節迎賓館）設置（博多）

遣唐使廃止（唐の衰退）

元寇（文永の役、弘安の役（博多：元寇防塁構築）

日明貿易（勘合貿易）（博多）

日朝（李氏朝鮮）貿易（博多）

鉄砲伝来（種子島）、キリスト教伝来（鹿児島）

朝鮮出兵（文禄の役、慶長の役）（名護屋）

朝鮮陶工技術が伝わる（有田焼、薩摩焼誕生）

鎖国により出島が唯一の交易拠点へ（長崎）

薩英戦争（鹿児島）

博多港開港に指定される

八幡製鉄所（日本初の高炉）、三菱長崎造船所操業

重化学工業の集積する北九州工業地帯４大工業地帯
として日本の工業化に貢献（北九州）

縄文・弥生・古墳
時代

飛鳥・天平

奈良・平安

鎌倉

室町

安土桃山

江戸

明治

昭和

わが国の主な出来事（九州圏との関連を中心に）時代

出典：各種資料より作成

歴史的つながりにより形成された史跡等（事例）

７世紀後半から奈良・平安時代を通
じて九州全体を治め、わが国の西の
守りとして防衛を、また外国との交渉
の窓口として重要な役割を果してき
た役所跡で、都府楼跡とも呼ばれる。

現在では、公園として復元されており、
大宰府政庁跡の中心にその大きさを
しのばせる立派な礎石が残っている。

大宰府政庁跡
（福岡県太宰府市）

薩摩半島の西南端、リアス式海岸特
有の複雑な地形に守られた天然の
良港「坊津港」は、むかし唐の港と呼
ばれ、伊勢安濃津（三重県津市）、筑
前の博多津（福岡市）とともに日本三
津とうたわれた。

古くは遣唐使船の寄港地であり、ま
た鑑真上人の上陸地としても知られ、
鎌倉時代以降は大陸文化を受け入
れる南方貿易の拠点となった。

坊津港（日本三津の１つ）
（鹿児島県坊津町）

出典）太宰府市、（財）伝統的工芸品産業振興協会、（社）九州経済連合会、
（独）九州沖縄農業研究センター、鹿児島県坊津町ホームページより作成

九州の焼き物産地の多くは、豊臣秀
吉の朝鮮出兵（1592-98）をきっかけ
に、朝鮮人陶工によってもたらされた。
窯業技術は九州各地に根付き、そ
の土地の風土が特色ある焼き物文
化を創り上げた。朝鮮半島の窯業技
術を基礎に、中国・景徳鎮窯の技法
を取り入れ、肥前や天草などの良質
な陶石を使った、有田や伊万里焼、
薩摩焼等は、江戸期に中国や遠くは
欧州にまで輸出された。

九州の焼き物文化
（有田焼、伊万里焼、薩摩焼等）

２



第１章第１節（１）② 東アジアに開かれた九州圏

・朝鮮半島や中国沿岸部周辺等、経済発展の著しい都市との水平分業が進展している。
・東アジア各国との国際旅客、物流需要は増大し、福岡からの日帰り交流圏に中国・上海までが設定可能。
・九州圏では、九州国立博物館をはじめアジア等との文化交流拠点の整備が進み、また国際コンベンション
も数多く行われているほか、各地で、特色ある芸術・文化交流や国際姉妹都市交流などが行われている。

東アジア大で展開する九州圏の経済活動

九州国立博物館（太宰府市）

「日本文化の形
成をアジア史的
観点から捉える
博物館」を基本
理念に、旧石器
時代から近世末
期（開国）まで
の日本の文化の
形成について展
示している。
また、アジア地
方各地との文化
交流を推進する
拠点としての役
割も持つ。

国際交流拠点施設（事例）

出典）九州国立博物館ホームページより作成

東アジア日帰りビジネス圏の拡大
貨物翌日配達圏
日本及び外国から朝６時に貨物を出し、相手国に翌日１８時に到着できる範囲。

東アジア日帰りビジネス圏
日本及び外国から相手国に出張をして、４時間以上相手国の都市に滞在可能である範囲。

資料）「第９回国土審議会（平成18年6月30日）資料」国土交通省

北京

上海

大連

大阪

東京

札幌

５００ｋｍ

１，０００ｋｍ

注１）環黄海地域：
日本（九州）
中国（遼寧省･河北省･山東省･江蘇省･北京市・天津市･上海市）
韓国（京畿道･忠清南道･全羅北道･全羅南道･慶尚南道･仁川市･大田市･光州市･釜山市）

ウラジオストック

青島

杭州

台北

福州

南京

天津

プサン

凡 例

九州（福岡市）からの距離

環黄海地域注１）

ソウル
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中国（環黄海地域）

韓国（環黄海地域）

九州

出典）九州アジア国際化レポート２００６

Ｂ－ＣＯＮ ＰＬＡＺＡ （別府市）

B-CON PLAZAは、
人・物・情報等
の交流と、地域
の文化活動を促
進する場を提供
することを目的
としている。

出典）Ｂ－ＣＯＮ ＰＬＡＺＡホームページより作成

東アジアにおける分業ネットワークの形成

0.9％393.1％150分類不可

18.4％83742.4％2,036最終財

30.8％1,40253.6％2,575中間財

49.9％2,2721.0％46素材

構成比構成比
輸入輸出

九 州 圏

工程別貿易額（2005）

単位：１０億円
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12→46

中間財 最終財

892→1,402 781→837

1,955→2,575 1,321→2,036

素材

109→175

中間財 最終財

295→403 49→671→1

214→314 80→75

Ａ Ｓ Ｅ Ａ Ｎ ４

全 世 界 （韓国、中国、ＡＳＥＡＮ４を含む）

韓

国

中

国

出典）

九州アジア国際化ﾚﾎﾟｰﾄ2006

※備考

表中の数字は貿易額（単位10億円）で、→は2000年から2005年の推移を示している。

３



第１章第１節 （２）① 九州北部の都市圏への人、物、情報等の集中

九州北部学術研究都市整備構想（アジアス
九州）は、「環境・人間・アジア」を基本コンセ
プトとして、九州北部の７つの拠点地域（北
九州、宗像、飯塚、福岡、筑紫、久留米・鳥
栖、佐賀）が、地域特性を活かして都市機
能・学術研究機能・産業機能の高度化を進
めることによりそれぞれの拠点性を高めると
ともに、各種のプロジェクトごとに相互のネッ
トワーク化を図りながら、九州北部にネット
ワーク型の文化・学術研究の一大拠点を構
築することを目指している。

アジアス九州

九州北部の都市圏での戦略的取組（事例）

九州大学学術研究都市構想 知の交流活動を促進する科学技術システムの構築

九州大学では、福岡県、福岡市、九州
産業界とともに平成１７年度からはじ
まる統合移転事業を契機に、新キャン
パス（伊都キャンパス）を核とした日本
とアジアの知的交流拠点として、福岡
市から唐津市に至る広域的エリアを対
象にした学術研究都市づくりを推進し
ている。2004年には、その推進組織と
して、(財）九州大学学術研究都市推
進機構を設立し、産学官連携による取
り組みを進めている。

出典：（財） 九州大学学術研究都市推進機構ホームページ

出典）九州北部学術研究都市推進協議会ホームページ

アジアス九州の概要

写真）九州地方整備局、九州運輸局

「九州いきいき観光まちづくり１００」写真）九州観光推進機構ＨＰ

■高次都市機能の集積の事例

福岡市天神 北九州市リバーウォーク九州

写真）九州観光推進機構ＨＰ

北九州市門司港

・九州圏の中でも高次都市機能の集積が高く高度な産業集積がある福岡市および北九州市では、人口集積や
総生産あるいは、知識産業の集積等において九州圏全体を牽引する位置づけにあるほか、産学官一丸とな
った協働体制の下に、次世代をにらんだ学術研究都市づくり等の取組が活発化している。

九州圏における福岡・北九州の人口

福岡県

5,049,908

佐賀県

866,369

長崎県

1,478,632熊本県

1,842,233

大分県

1,209,571

宮崎県

1,153,042

鹿児島県

1,753,179

九州圏
13,352,934人

その他
2,217,580

大牟田市
131,090

久留米市
306,434

北九州市
993,525

福岡市
1,401,279

出典）総務省「平成17年 国勢調査」

出典）経済産業省「工業統計」

出典）経済産業省「商業統計」

福岡県
21,690,145

佐賀県 1,907,941

長崎県
3,359,017

熊本県
4,109,728

大分県
2,585,716

宮崎県
2,690,352

鹿児島県 4,233,833

北九州市
3,078,895

福岡市
13,522,291

その他
23,975,546

九州圏
40,576,732

（単位：百万円）

福岡県
7,751,547

佐賀県
1,561,574長崎県 1,492,355

熊本県
2,620,777

大分県
3,671,743

宮崎県
1,288,769

鹿児島県 1,811,335

九州圏
20,198,100

（単位：百万円）

北九州市
1,876,989

福岡市
602,997

その他
5,271,561

九州圏における福岡・北九州の年間商品販売額

九州圏における福岡・北九州の製造品出荷額

４



第１章第１節 （２） ② 都市が適度に分散する九州圏の都市構造

・九州圏では、県庁所在地など、高次都市機能の集積を可能とする拠点性の高い基幹都市が適度な間隔で
分散しており、高次医療機能、大学、公設試験研究機関、大型商業施設、国際的な交流施設などの集積
が進んでいる。

・地方中枢・中核都市の多くでは既に人口減少局面に入り、急速な高齢化が進展するとともに、中心市街
地では賑わいを喪失している。

出典）九州経済調査協会「九州経済白書」2007年版より作成

地方中枢・中核都市
（人口が概ね100万人以上の都市）
地方中枢・中核都市
（人口が概ね30万人以上の都市）

凡 例
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地方中枢・中核都市圏の人口増減率の推移

拠点性の高い都市の点在

出典）総務省「国勢調査報告」 （核都市は国土交通省ＦＵＲ基準による）

九州圏の都市圏状況
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北九州市99万人

福岡市140万人

佐賀市21万人

長崎市44万人 熊本市67万人

大分市46万人

鹿児島市60万人

宮崎市31万人

凡 例

地方中枢・中核都市

（県庁所在地都市・政令指定都市）

上記から交通１時間圏内の市町村

出典：国土審議会調査改革部会 地域の自立・安定小委員会
「二層の広域圏による地域の自立・安定した地域社会の形成」より作成

 

北九州市99万人

福岡市140万人

佐賀市21万人

長崎市44万人 熊本市67万人

大分市46万人

鹿児島市60万人

宮崎市31万人

佐世保市25万人 久留米市31万人

大牟田市13万人

八代市14万人

都城市13万人

延岡市12万人

■生活圏の設定（イメージ）

■地方中枢・中核都市圏の設定（イメージ）

凡 例
人口30万人前後のまとまりを目安と
した圏域の生活拠点となる人口10万
人程度以上の都市

上記から交通１時間圏内の市町村

出典）二層の広域圏の形成に資する総合的な交通体系に関する検討委員会
「新しい国のかたち「二層の広域圏」を支える総合的な交通体系（最終報告）」
より作成

都市圏核都市就業者の産業構成比特化係数（対全国・九州）
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出典）総務省「平成17年 国勢調査」
※ 特化係数＝核都市就業者の産業別構成比÷全国（九州）全体の産業別構成比
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第１章第１節（２）④ 九州圏の交流連携を支える交通・情報通信ネットワーク

出典）各種資料より作成

空港、港湾、高速道路、新幹線、鉄道の整備状況 九州圏におけるブロードバンドの利用環境

出典）総務省「次世代ブロードバンド戦略2010」より

ブロードバンドサービス未提供地域の世帯数の割合

・九州圏では、山陽、九州新幹線や鉄道網と東西十文字型の高規格幹線道路、国際空港と離島空港、博多
港・北九州港の特定重要港湾をはじめとする重要港湾を有し、圏域内外を結ぶ高速交通体系が整備されて
いる。

・情報ネットワークの整備については、中央山地や離島地域のブロードバンド化がやや遅れており、交通・
情報通信ネットワークの東西格差、南北格差が存在する。

２００７年６月末現在

２００７年６月末現在

出典）総務省ホームページ
「次世代ブロードバンド戦略2010」

ブロードバンドマップより
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全国

【ブロードバンド・ゼロ地域の世帯比率】
ブロードバンド・サービス未提供世帯数

÷総世帯数

九州圏の高速道路網図(H18.３末)

将来

時間地図

現況

時間地図

九州の高速道路網図

（Ｈ１８年３月末）
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新幹線

凡例

ソウル・釜山・済州・北京
・大連・青島・瀋陽

グアム

上海・広州・台北・
香港・マニラ・

バンコク・ホーチミン・
シンガポール

上海

ソウル

ソウル

上海

ソウル

上海

ソウル

ソウル

韓国・中国・台湾・東南アジア・南米西南・
ナホトカ・豪州・ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ・南太平洋

韓国・中国・台湾・東南アジア
・北米西岸・北欧・地中海

韓国・中国

韓国

韓国・中国・台湾・東南アジア
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63% 75% 52%

562 175 387

956 537 419

九州全体 北部九州 南九州
0%

20%

40%

60%

80%

100%

956
537

419

562
175

387

63%

75%

52%

全国平均６３％

Km
Km

Km

Km

Km
Km

供用率

未供用延長(km)

供用延長(km)

出典）旬刊 高速道路（2006年8月25日）
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出典）「世界文化遺産国内暫定一覧表への追加提案書」より
福岡県、佐賀県、長崎県、鹿児島県、山口県 外８市

①

②

③

④

第１章第１節 （３） ① 九州圏の地域資源

九州圏の近代化産業遺産群（事例）豊富な温泉資源

■九州の温泉資源の全国に占める地位

出典）（社）農村環境整備センターホームページ，環境省ホームページ

九州圏が棚田百選、

名水百選に閉める割合

・火山の多い九州圏では、温泉資源に恵まれ、源泉は、源泉数、湧出量ともに全国一のシェアを占めている。
・豊かな自然環境に育まれ、全国的にも棚田や名水などの数も多く、また、伝統的な祭りやアジア・ヨー
ロッパ文化と融合した祭りやキリスト教関連遺産、近代化産業遺産群など多彩で特色ある地域資源が数多
く分布している。

北海道
8.1%

東北圏
16.0%

首都圏
9.2%

北陸圏
2.3%

中部圏
15.0%

近畿圏
4.9%

中国圏
5.4%

四国圏
2.1% 福岡 3.8%

佐賀 1.7%

長崎 1.9%

熊本 13.8%

大分 49.4%

宮崎 1.8%

鹿児島 27.6%

沖縄 0%

九州圏
36.9%

福 岡

佐 賀

長 崎

熊 本

大 分

宮 崎

鹿児島
北海道

東北圏

首都圏

北陸圏

中部圏

近畿圏

中国圏

四国圏

九州圏

温泉源泉数
合計 27,866

九州圏の
温泉源泉数
合計 10,289

沖 縄

出典）環境省「温泉利用状況」
により作成（平成18年３月末現在）

九州圏の棚田・名水

九州
35.1％

棚田百選

九州
18.0％

名水百選

九州圏の伝統的な祭り・伝統工芸（事例）

■九州の祭り

出典）九州経済調査協会

21世紀の九州・山口経済社会大辞典より

写真）社団法人佐賀県観光連盟ＨＰより

唐津くんち

福岡県

小倉祇園太鼓（北九州市）、
博多どんたく（福岡市）、
博多祇園山笠（福岡市）など

佐賀県 唐津くんち（唐津市）など

長崎県
長崎ペーロン競漕大会、
精霊流し（長崎市）など

熊本県
火の国まつり（熊本市）、
阿蘇の火まつり（阿蘇村）など

大分県
鶴崎踊り（大分市）、
塚原甘酒祭り（由布市）など

宮崎県
宮崎神宮大祭（宮崎市）、
高千穂夜神楽（高千穂町）など

鹿児島県
おはら祭（鹿児島市）、
弥五郎どん祭り（曽於市）など

■九州の伝統工芸

出典）財団法人伝統工芸品振興協会ホームページより

県名 伝統工芸品

福岡県
(７種）

博多織（織物）、久留米絣（織物）、
小石原焼（陶磁器）、上野焼（陶磁
器）、八女福島仏壇（仏壇仏具）、博
多人形（人形）、八女提灯（提灯）

佐賀県
（２種）

伊万里焼・有田焼（陶磁器）、
唐津焼（陶磁器）

長崎県
（２種）

三川内焼（陶磁器）、波佐見焼（陶磁
器）

熊本県
(３種）

小代焼（陶磁器）、天草陶磁器（陶磁
器）、肥後象がん（金工品）

大分県
（１種）

別府竹細工（竹工品）

宮崎県
（２種）

本場大島紬（織物）、
都城大弓（竹工品）

鹿児島県
（３種）

本場大島紬（織物）、薩摩焼（陶磁
器）、川辺仏壇（仏壇仏具）

写真）久留米市役所
ホームページより

久留米絣

歴史・文化、祭りの観光資源としての活用
・歴史的・文化的祭りは多くの観光客を集めている。

・九州圏には伝統工芸も多く、これらは貴重な観光資源となっている。

◆端島炭鉱

◆三池炭鉱宮原坑施設

◆東田第一高炉跡

◆旧鹿児島紡績所技師館

① ②

③ ④

■産業遺産の分布状況
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九州圏の農林水産生産額等の推移

第１章第１節（３）② 我が国の食料・木材供給を支える地域としての九州圏

・九州圏は農林水産業が盛んであり出荷額は全国の約２割強を占めており、また木材生産も盛んである。
・九州圏の食材はブランド化が定着しており、九州圏から輸出される農林水産物等は近年増加している。
・生産額ベースの食料自給率では、100％を超えるものの、カロリーベースでの自給率は、100％を大きく
下回っている。

■農林水産業の出荷額とシェア推移
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生産額
全国シェア

■農林水産業生産額の県別シェア（2004年）

出典）県民経済年報

福岡県 13.5％

佐賀県 7.9％

長崎県 12.0％

熊本県 17.7％

鹿児島県
23.0％

宮崎県
23.0％

大分県 9.6％

出典）林野庁「森林・林業統計要覧」

■林業産出額の県別シェア（2004年）

福岡県 18％

佐賀県 1％

長崎県 6％

熊本県 17％

鹿児島県 9％

宮崎県
26％

大分県
23％

九州から東アジアへ輸出されている農産品等
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九州圏の食料自給率の推移
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大 分 宮 崎 鹿児島 九州

出典）食料自給率の部屋（農林水産省）ホームページより作成

■食料自給率の推移（カロリーベース）
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■食料自給率の推移（生産額ベース）

生産・収穫日本一の品目（事例）

海外輸出される九州圏の農林水産品（事例）
アジア市場での需要、
嗜好の変化をとらえ
て海外でのPR（フェア
等）に取り組み、鮮度
と確立されたブランド
力により輸出

あまおう（福岡） 鮮魚（長崎）

出典）県民経済計算
風土に恵まれた九州圏の農業は、
品目選択の幅が広く、また、水
産業においては四方を海で囲ま
れているため豊富な水産資源に
恵まれている。

このため、生産・収穫日本一の
品目も多く存在している。

大分県産 干しいたけ

宮崎県産 ピーマン
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第１章第１節（３）③ 一大観光地としての九州圏

・近年では、入込観光客数の増加の伸び悩みや日帰り観光客の増加、国内観光地としての地位の低下などの
課題を抱えているなかで、地域資源を活用し、新たな付加価値を生んでいる地域の増加もみられる。

・九州観光戦略を九州圏が一体となって実現するため、「九州観光推進機構」が設立され、官民一体となっ
た取組が推進されている。
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体験型レクリエーション（陶器作成、
和紙造り、自然体験等）をする

都市での観光・体験（生活体験）

その地で行われる「祭り」などの
イベントを見る

スポーツ、レクリェーション活動
（スキー、テニス、ゴルフ等）をする

のんびりとくつろぐ

遊園地・テーマパーク等で遊ぶ

車でドライブする

神社・仏閣等の参詣

旅行先の土地の郷土色豊かな名産品
や特産品等の買い物をする

家族と一緒に遊ぶ

一緒に行った人達とにぎやかに過ごす

史跡・文化財・博物館・美術館など
を巡り鑑賞する

旅行先の土地の郷土色豊かな料理等
を食べる

温泉での休養

美しい自然・風景（山、川、滝、海、
自然公園等）を見る

平成11年
平成15年

（％）

出典）内閣府
「Ｈ15 自由時間と観光に

関する世論調査」

近年の観光ニーズ

九州観光に関する現状
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九州圏における入り込み客数の推移
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国宝・重要文化財
（美術工芸品）

国宝・重要文化財
（建造物）
登録有形文化財
(美術工芸品)

登録有形文化財
（建造物）

重要無形民俗文化財

選択無形民俗文化財

史跡名勝天然記念物

登録記念物

重要伝統的
建造物群保存地区

出典）文化庁ＨＰ
「国指定文化財等データベース」より作成

九州圏の国指定文化財等

日帰り観光の利用交通機関（九州圏）
船舶 0.4%

その他・不明 4.7%

鉄道 2.8%

自家用車・レンタカー
84.4%

バス・タクシー 7.7%

出典）社団法人 日本観光協会
平成17年度観光の意志と動向
第24回 国民の観光に関する動向調査

新たな付加価値を生んでいる地域（事例）

アジアマンス期間中の観光プロモーション

◆１９９０年にスタートした
アジアマンス

◆アジアの人々が集い、その
多様性を理解し合う場とし
て、また、市民が気軽に参
加できるアジアの祭典

アジアマンス

■アジアとの国際文化交流の推進事例

■地域資源を活用し新たな付加価値を生んでいる地域

歩いて楽しい温泉観光地
（大分県由布市）

◆持続発展可能な観光まち
づくり

◆住民とリピーターが交流
できる新たな生活型観光
地づくり由布院温泉
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第１章第１節（４）① 九州圏の産業構造

・九州圏の産業構造は２００４年度のＧＤＰ構成比で、第１次産業２．６％、第２次産業２１．７％、第３
次産業７５．７％。九州圏は他圏域と比較して、第１次産業の割合が高いグループに属する。

・九州各地では、金型工場、精密機器等の産業集積、ものづくりの伝統技術等を支える中小企業や地元企業
が各地にバランスよく点在している。

九州圏における産業構造 産業別ＧＤＰ構成比（２００４年） 九州圏における県別製造品出荷額

輸送用機械器具
26.0%

食料品
10.3%

鉄鋼
10.0%

飲料・たばこ・飼料
8.0%

一般機械器具
6.8%

化学工業製品
5.8%

その他
33.0%

福岡県
合計 7,492,326
（百万円）

食料品
18.2%

電気機械器具
12.6%

一般機械器具
11.3%

輸送用機械器具
9.7%

化学工業製品
7.4%

金属製品
6.9%

その他
33.9%

佐賀県
合計 1,495,277
（百万円）

輸送用機械器具
21.4%

一般機械器具
20.8%

電子部品・デバイス
16.9%

食料品
15.1%

電気機械器具
6.2%

窯業・土石製品
3.8%

その他
15.9%

長崎県
合計 1,399,109
（百万円）

輸送用機械器具
19.1%

電子部品・
デバイス

14.0%

一般機械器具
11.1%

食料品
10.9%

飲料・たばこ・飼料
6.4%

金属製品
5.5%

その他
33.0%

熊本県
合計 2,508,397
（百万円）

化学工業製品
13.8%

石油製品・
石炭製品

12.8%

鉄鋼
12.6%

電気機械器具
12.5%

電子部品・
デバイス

12.2%

輸送用機械器具
5.9%

その他
30.2%

大分県
合計 3,524,995
（百万円）

食料品
18.3%

電子部品・
デバイス

17.2%

化学工業製品
12.7%

飲料・たばこ・飼料
9.1%

ゴム製品
6.8%

電気機械器具
5.5%

その他
30.4%

宮崎県
合計 1,224,525
（百万円）

食料品
31.3%

電子部品・デバイス
19.0%飲料・たばこ・飼料

18.9%

窯業・土石製品
8.1%

一般機械器具
4.1%

電気機械器具
3.9%

その他
14.6%

鹿児島県
合計 1,750,143
（百万円）

出典）経済産業省
「平成17年 工業統計」より作成

九州圏の産業種目別伸び率

第1次産業 第2次産業 第3次産業

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全国

東北

関東

中部

近畿

中国

四国

九州

出典）県民経済計算

1.2%

2.7%

2.6%

2.6%

1.1%

0.4%

0.9%

0.6%

25.7%

25.4%

21.7%

26.1%

30.9%

26.8%

36.9%

22.2%

73.1%

71.9%

75.7%

71.3%

68.0%

72.8%

62.2%

77.1%

-60.0 -40.0 -20.0 0.0 20.0 40.0 60.0

農林水産

鉱業

製造業

建設業

電気・ガス・水道

卸売・小売業

金融・保険業

不動産業

運輸・通信業

サービス業

政府サービス

非営利サービス

全国 九州

出典）県民経済計算

１９００年度対２００４年度

-30.8
-32.9

-53.7

-41.5

-9.7
4.2

-28.3
-30.8

4.7
16.3

1.6
-1.2

34.8
33.6

52.8
44.5

28.2
21.2

50.1
45.0

38.8
38.4

34.8
46.0

自動車産業

・年間１００万台生産（２００６年）→１５０万台へ
・自動車部品の域内調達率の向上
・マザー工場化（対東アジア）の推進

北部九州を中心に工場が集積

半導体産業

・東アジアとの国際分業の推進
・IC量産地から製造装置、素材分野の強化
・新たな産業分野への展開
（カーエレクトロニクス、液晶等）

空港を拠点として各地に集積

環境産業

・公害の経験を生かした国際貢献
（北九州、水俣）
・エコタウン事業の展開
・国際的な静脈物流ネットワークの形成

先導的な環境産業拠点の形成

食品産業

・食の安全・安心を先導する圏域の形成
・ポテンシャルを生かした食糧基地化の推進
・食品の高付加価値化、ブランド化の推進

独特の伝統的食文化を生かした
食品のブランド化・高付加価値化
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第１章第１節（４）② 自動車産業、半導体産業等の産業集積

・1960年代から半導体関連産業、1970年代から自動車関連産業の立地が進んでおり、「シリコンアイラン
ド」「カーアイランド」の集積が形成されている。

・従来の産業集積や東アジアへの窓口としての位置づけを活用し、東アジアにおけるマザー工場へと姿を変
えつつある。

主要完成車メーカー工場と関連工場の位置

シリコンシーベルト福岡構想

北九州市エレクトロニクス
産業拠点構想

ｅーＺＵＫＡ構想

大分ＬＳＩクラスター
形成推進会議

熊本セミコンダクタ・
フォレスト構想

宮崎県産業クラスター推進協議会

鹿児島県：電子デバイスフロンティア構想
「電子システムソリューション研究会」

九州シンクロトロン光研究センター
利用推進協議会

長崎デバイス構想（仮称）

シリコンクラスターの位置

ダイハツ九州
04年12月 操業開始

年間生産台数 22万台(H18速報値）
2期 合計 46万台(H19d末予定)

トヨタ自動車エンジン工場
05年12月 操業開始

生産能力 年間22万基（H18.1現在）
年間44万基（H20春予定）

ダイハツ工業エンジン工場
08年8月 操業開始（予定）
生産能力 年間20万基

日産自動車
年間生産台数 39万台(H18速報値)
生産能力 65万台（H21予定）

トヨタ自動車九州
05年9月 第二工場操業開始

年間生産台数 40万台（H18速報値）

ホンダ熊本製作所
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・九州各地には九州地域環境・リサイクル産業交流プラザが整備され、北九州、大牟田、水俣にはエコタウ
ンが形成されている。
・九州圏では、安全・安心、環境・エネルギー等の新たなニーズに対応した新産業の創出が進んでいる。

エコタウンおよび環境関連産業の集積 シリコンクラスターの位置

第１章第１節（４）③ 新たなニーズに対応した新産業の形成

エコタウン

その他主要なエネルギー・

環境技術集積

関連産業の集積

凡 例

北九州エコタウン

大牟田エコタウン

水俣エコタウン

総合環境コンビナート内の様々なリサ
イクル施設と、実証研究エリアからな
る全国でも先行したエコタウン（H9.7
承認）
＜ハード施設＞
（1）総合環境コンビナート
（2）響リサイクル団地
（中小リサイクル産業団地）

（3）実証研究エリア

①北九州エコタウン

大牟田市臨海部に、RDF発電所を中心に
施設を整備中（H10.7承認）
＜ハード施設＞
（1）RDF発電所
（2）資源化施設整備
（3）中核的支援施設整備
（4）リサイクルプラザ整備

⑥大牟田エコタウン

ごみの２３分別を始め生活密着型のエ
コタウンで、全国中小都市の環境産業
モデルを目指す
（H13.2承認）
＜ハード施設＞
（1）家電リサイクル事業
（2）びんのリユース
（3）廃油リサイクル事業
（4）し尿等を原料とした肥料製造施設
（5）廃タイヤリサイクル事業

⑨水俣エコタウン

九州圏におけるエコタウン

①白島国家石油備蓄基地
北九州エコタウン／
電源開発若松研究所／
クリーンコールテクノロジー研究

②九州大学／水素利用研究
③玄海原子力発電所
④福島国家石油ガス備蓄基地
⑤上五島国家石油備蓄基地
⑥大牟田エコタウン
⑦八丁原地熱発電所
⑧長崎炭鉱技術研修センター
⑨水俣エコタウン
⑩川内原子力発電所
⑪串木野国家石油備蓄基地
⑫新日本石油喜入基地
⑬志布志国家石油備蓄基地

⑬⑫

⑪

⑩

⑨

⑧

⑦

⑥

⑤

④
③

②

①

上
五
島

出典）西日本新聞2007/04/13記事より
出典）九州経済産業局 「環」2007夏号

福岡県

地域資源を利用したがん予防や高齢者
ＱＯＬ（生活の質）向上を目指した機
能性物質の開発や豊富なバイオマスの
有効利用などの開発。
◆食と健康バイオクラスター

宮崎エリア

豊富な食品産業を活用し、健康食品を
製造
◆食の産業クラスター

鹿児島エリア

九州工業大学大学院の生命体工学研究
科をはじめとして数多くの研究機関を
有する。
◆北九州ヒューマンテクノクラスター

北九州エリア

佐賀県

長崎県

熊本県

福岡県バイオバレープロジェクトの中
核施設として、2004年に設立された福
岡バイオインキュベーションセンター
に多数のバイオ企業が集積。
◆福岡バイオバレープロジェクト
◆久留米アジアバイオ特区

久留米エリア

久留米エリアに隣接して、ライフサイ
エンス企業が集積。

鳥栖エリア

宮崎県

大分県バイオテクノロジー懇談会のも
と、地場産業を中心とした地域に根ざ
したバイオ技術の利用・展開を目的と
した活動を展開。
地域特産物の機能性の解明およびその
商品化など推進。

大分エリア

大分県

長崎大学の熱帯医学・放射線医学を核
とした創薬研究、医工連携による診断
計測技術、離島・傾斜地生活支援機器
開発など。

長崎エリア

熊本大学などの技術を活用した生命科
学分野の企業が集積。
2006年１月には、熊本市にインキュ
ベーション施設も開設。
◆熊本バイオフォレスト構想

熊本エリア

くまもと大学連携

インキュベータ

機能性食品

創薬・ルーツ

鹿児島県
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第１章第２節（１）① 本格的な人口減少社会の到来、急速な少子高齢化の進展

出典）国立社会保障・人口問題研究所「都道府県別将来推計人口」

出典）H17まで国勢調査
※以降『日本の都道府県別将来推計人口』／国立社会保障・人口問題研究所
年齢階級別人口は「平成19年5月推計値」、高齢化率は「平成19年5月推計値」
及び「平成14年3月推計値」を使用

・九州圏の人口は、2030年には約1,140万人まで減少し、高齢化率は34%まで上昇すると推計されている。
・社会増減では、転出超過の傾向が続いており、自然増減についても2005年にマイナスに転じるなど、自然
増、社会増を維持する福岡県を除き人口減少が進んでいる。特殊出生率は、全国と比べ高い水準を維持し
ているものの年々減少しており、圏域全体で急速な少子高齢化が進展している。

・九州圏内では、若年層において福岡県への転出超過が見られる。

九州圏の人口および高齢化率の推移と推計

出典）総務省「国勢調査」
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九州圏の転出入

3大都市圏 福 岡 県
福 岡 県 -8,697
佐 賀 県 -1,339 -970
長 崎 県 -2,919 -3,446
熊 本 県 -2,770 -1,006
大 分 県 -1,452 -911
宮 崎 県 -2,172 -1,003
鹿児島県 -2,007 -1,623
沖 縄 県 730 138

◆各県と3大都市圏の転出入と
各県と福岡県の転出入
（プラスは転入超過）

出典）総務省「国勢調査」 出典）総務省「国勢調査」

出典）総務省「国勢調査」
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第１章第２節（１）② 人口減少・少子高齢化の影響

・労働力人口の減少に加え、団塊の世代の一斉退職による企業活動の停滞が懸念される。
・近年は、九州圏においても高齢者の再雇用や新卒採用求人数の増加が見られるものの、中小企業において
優秀な人材を採用することが難しくなることが懸念される。九州圏では転出傾向が強まっており、その転
出先は東京圏に集中している。

労働力人口の減少 完全失業率と有効求人倍率の傾向

団塊世代の大量退職
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3.0%
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4.29%
4.72%4.58%
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出典）総務省統計局「国勢調査」 厚生労働省「職業安定業務統計」により作成

■九州圏の職種別就業者年齢構成比の比較（全産業平均）

出典）「国勢調査報告平成12年」総務省
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団塊世代の大量退職がもたらす影響
■団塊世代の大量退職が九州企業にもたらす
影響に関するアンケート調査

団塊世代の人脈が
喪失することによる

営業公立の低下

労働力の量的な不足

団塊世代の持つ技術・
ノウハウの喪失

管理職の減少による
経営の不安定化

特に影響はない
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出典）財団法人 九州地域産業活性化センター
ホームページより 出典）九州運輸局プレス発表資料

●長崎地域造船造機技術研修センター
平成19年４月開設

平成18年４月開設●大分地域造船技術センター

造船業界では、団塊世代の定年退職者による2007
年問題を迎え、次世代人材育成と熟練技能の伝承が
大きな課題となってきていますが、特に中小造船所
においては個別の対応が困難な状況である。

世界的に優れた高いレベルの造船技能を新人職員
や経験の浅い若者に対して教育・実技訓練を行い、
造船技術の伝承を行うことにより、造船業の安定的
な企業経営を図り、業界の発展及び地域経済の発展
に寄与していくことを目的として、造船造機技術セ
ンターを設立。

鉄板の曲げ（ぎょう鉄） 溶接訓練風景

訓練風景鉄板の曲げ（ぎょう鉄）

地域が一体となった基幹産業の
技術・技能継承（事例）

出典）総務省
平成17年度 国勢調査

九州 全国
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第１章第２節（２）① 産業構造の転換

・農林水産業は人口の減少と高齢化により生産高は減少し、建設業においても生産額が減少している。
・農林水産業については法人化による大規模農業経営や、安全・安心、環境へのニーズに対応した農商工連
携、建設業では他産業への転換が図られつつある。労働力人口の減少に加え、団塊の世代の一斉退職によ
る企業活動の停滞が懸念される。

剪定作業で発生する生木を再利用し付加価値の高い
堆肥肥料として製造販売

これまでも造園の際に排出される木材を利用したリサイクル事業を行ってきた
が、さらに、剪定で廃棄される生木に着目、これを他事業者から受け入れ、付
加価値の高い堆肥の製造、供給にいたる事業の確立と強化を図る。

リサイクル事業の先行メリットと実績を生かした事業の確立と強化

リサイクル事業の基盤の確立と強化を図るため、剪
定で廃棄される生木に着目。
また、本業の造園業との相乗効果も期待している。

事業の背景と動機

生木を堆肥肥料に利用するリサイクル事業の強みは、
原料の受け入れは有料で行っているので、仕入れ原
価は不要であること。
廃材を利用した他の製品に比べ、堆肥肥料はトン当
たり数倍～数十倍の価格で販売できるというメリッ
トはあるが、競争が激しいため、より付加価値の高
い製品の開発に取り組んでいる。

事業の推進体制

細分化された大学の専門家と、どのように連携していくかということ、また、専
門家をマネジメントできる人材の育成も課題。
リサイクル事業では、製品の付加価値が競争優位の大きなポイントになる

成果と今後の課題

生木をリサイクル
した堆肥は良質で
軽量、安全性が高
いため屋上緑化や
ガーデニングにも
適している。

福岡県北九州市の事例

建設業の新たな展開（事例）
九州の建設業による農水産物栽培とこれを利用した
観光農園の開発

若者の農業離れ、進む高齢化などから、増加の一途をたどる耕作放棄地の再生
に建設業の持つ技術力とノウハウを生かそうと有限会社を設立。

現在、付加価値の高いブルーベリーをはじめ、そば、高菜、菊等を栽培し、加
工、販売まで行っている。

今後は観光農園としてレストラン・直売所等も設ける予定。

ブルーベリー、そば、高菜等の農産物栽培とこれを利用した観光農園の開発

試験栽培中の高菜。ほ
かにも古代米、そば、
菊などを栽培している。

若者の農業離れと高齢化の影響を受け、農村での耕
作放棄地の急激な増加が問題になっていることに着
目。起業者の実家が農家であったことや、建設業で
培った技術力とノウハウを生かせる仕事をと考え、
農業参入を決定。

事業の背景と動機

県や市の公的支援制度を利用し、担い手のいない荒
廃した農地の貸借を推し進め、地元農家との話し合
いのうえで、観光農園化を図っている。

事業の推進体制

現在、10種類のブルーベリーを試験栽培。収穫物は地元の「道の駅」と連携して
試験販売している。ネットによる販売や福岡市内への販路開拓も推進。
課題としては、資金の手当てのほか、農業技術者の指導・育成による生産体制の
確立があげられる。

成果と今後の課題

佐賀県佐賀市の事例

出典）財団法人 建設業振興基金ＨＰ
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出典）「トレーサビリティシステム導入事例集」
平成17年3月 社団法人 食品需給研究センター

宮崎県都城市の農業生産法人（新福青果）では、
PDAを用いたユビキタスなトレーサビリティシステ
ムを導入し、企業的な農業経営を実践している。

出典：「九州ものづくり懇談会」資料 九州経済産業局
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第１章第２節（２）① 産業構造の転換

・ＴＬＯ（技術移転機関）、知的・産業クラスター、農業クラスター等の集積産業を核とした産学官等の連
携による企画・発案分野の強化が活発化している。

・地域コンソーシアムをはじめとする提案公募型実用化研究開発事業の九州の採択件数は、全国平均の10％
を超えており、事業化が期待される多くの産学官共同研究が実施されている。

0.0
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15.0

20.0
民間の企業の研究機関数（3.1%)

公設研の研究者数(13.1%)

大学の教員数(9.3%)

研究機能付工場立地件数(13.3%)

知的財産本部数(7.0%)

インキュベーター数(10.5%)

国立大学等における民間企業等
との共同研究数(9.7%)

地域新生コンソーシアム採択件数(12.7%)

新規産業補助金採択件数(12.0%)

スタートアップ支援事業のうち
実用化研究開発事業（補助金）採択件数(14.0%)

承認TLO数(19.5%)
承認TLO技術シーズ数(11.1%)

承認TLOによる国内特許出願件数(7.7%)

承認TLOの実施許諾成約件数(8.6%)

特許出願件数(1.2%)

大学の国内特許出願件数(8.1%)

大学発ベンチャー企業数(9.8%)

工場立地件数(12.6%)

事業所数(10.6%)

域内総生産額(9.1%)

製造品出荷額(6.8%)

出典）九州経済産業局「九州経済の現状2007春」
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大学発ベンチャー企業数の推移（累積ベース）

全国 九州 対全国割合

九州の研究開発ポテンシャル

集積産業を核とした産学官等の連携

出典）九州経済産業局「ザ・地域コンソ」（平成19年２月）

出典）財団法人九州経済調査会（編）
「九州産業読本」等により作成

注１）自動車部品を生産する進出企業

と地場企業の合計が１１件以上

の市町村を表示
注２）半導体デバイス（前工程）、

フラットパネルディスプレイ、
シリコンウェハに関するメー
カーを表示

九州地域環境・リサイクル産業交流プラザ（Ｋ－ＲＩＰ）
九州シリコン・クラスター計画

□産業クラスター計画（九州全域）

福岡システムＬＳＩ設計開発クラスター
北九州ヒューマンテクノクラスター

□知的クラスター創成事業

北九州エコタウン
大牟田エコタウン
水俣エコタウン

□エコタウン事業の展開

鹿児島県食料産業クラスター
（さつまいも食品）
宮崎県食料産業クラスター
（マンゴーと日向夏のプリンとゼリー）

□食料産業クラスター

地方中枢・中核都市
（人口が概ね100万人以上の都市）
地方中枢・中核都市
（人口が概ね30万人以上の都市）
自動車組立工場
自動車エンジン工場

自動車部品生産工場注１）

半導体工場注２）

知的クラスター

食料産業クラスター

エコタウン事業の展開

凡 例

大学発ベンチャー企業数の推移

新規進出の
部品メーカー

半導体クラスター

自動車産業

デバイス
メーカー

リードフレーム
等部品メーカー

金型等生産
設備メーカー

要素技術

自動車
メーカー

競争と協調

さらに
活性化

要素技術、生産
･管理技術など

半
導
体
デバ
イス

産業横断的な分野への展開（事例）

車載用半導体の製造には高レベ
ルの品質管理が要求される（写真
左）
３２ビットフラッシュ内臓マイコン
（写真上）

九州に拠点を置く半導体製造関連企業は約５５０社。ＮＥＣ
九州は昨年から「人センサー」と呼ぶ品質管理運動を展開し
始めた。車載用は不具合があれば即人命にかかわるだけに極
限レベルの品質管理が求められる。人センサーは、ＩＣテス
ターなど機械では発見できない色、におい、音など微妙な変
化を察知して不良発生を抑え込む戦略。
例えばマイコンはエンジン、ブレーキなどの制御に使われる
ほか、エアバッグ、パワーウインドー、エアコン作動にもパ
ワーＩＣなど様々な半導体が必要。クルマ１台当たり搭載率
も急上昇。小型モーターを多数搭載するハイブリッド車はマ
イコンだけで百個を超す。今やクルマ造りには半導体産業と
の協業なしには成り立たない。

出典）日経ネット九州版ホームページ

産学官連携による企画・発案（事例）

鹿児島県酒造組合連
合会の寄付により設
置．鹿児島の焼酎文
化を発展させ世界ブ
ランド化を目指すとと
もに，次代を担う「焼
酎の匠(たくみ)」の育
成が狙い．焼酎の専
門講座は国内初．

鹿児島大学の焼酎学講座

熊本大学のバイオサイエンス

熊本県では「バイオフォレスト構想」を打ち立て
ており、熊本大学の主催で、産学官連携を志向
した九州バイオサイエンスシンポジウムが開催
されている。

出典）鹿児島大学HP

出典）九州バイオサイエンスシンポジウムHP

産業横断的な分野への展開
出典）日本政策投資銀行

「クラスター融合の時代へ」
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第１章第２節（２）① 産業構造の転換

・知識財産業の代表であるデザイン、映像・コンテンツ関連の就業機会は、全国的には東京に集中しており、
九州は1割に満たない。またこれらは中心部・都市に集中している。

・九州圏では各県県庁所在地を中心に、医学部、工学部、農学部など産業のイノベーションを担う学部を有
する国立大学が存在する。

特定サービス業の従業者数シェア

特定サービス業従業者数の都市への集中

56%
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47%
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広告代理業

出典）総務省「サービス業基本調査 平成16年」
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札幌／北海道 23区／東京都
広島市／広島県 福岡市／福岡県

出典）ＧＦＦ ホームページ

福岡ゲーム産業振興機構の沿革

福岡県では、 「コンテンツ産業の拠点”福
岡”」を目指し、制作・流通・資金供給・教育
関係の企業・団体・機関が連携し、「福岡コン
テンツ産業拠点推進会議」という、人材育成や
拠点性の発信、会員間の連携・交流事業を行う
組織を立ち上げている。

また、福岡市は、九州大学や福岡立地のゲー
ム制作会社と共同で、福岡ゲーム産業振興機構
を設立し、学生を対象にFUKUOKAゲームイン
ターンシップ事業を実施し、域内企業への学生
誘致を行っている。

出典）総務省「サービス業基本調査 平成16年」

九州圏におけるコンテンツ産業集積のための取組み（事例）

佐賀県 アジアのハリウッド構想

出典）佐賀県ホームページ

１００年以上前に映画産業がハリウッ
ドという地方都市に集積・定着したこ
とをモデルに、２１世紀の新しい成長
産業であるデジタルコンテンツ産業を
佐賀県に集積・定着させるために必要
な条件やその条件整備のために具体的
に何を実施すべきなのかを見極め、そ
の条件整備に取り組む。
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第１章第２節（２）② 生活・産業の情報化

・九州圏においても、情報通信技術の発達により、遠隔地でも高度な情報へのアクセスが容易になる特性か
ら、テレワーク等の勤務形態の多様化が進む。
・インターネット等を活用することにより、場所を選ばず低コストで特産品等の販売が行える環境が整いつ
つある。

出典）NTT西日本HP

⑦北九州テレワークセンター

①
②

③

④
⑤

⑥

⑦

出典）北九州インキュベーション施設HP

出典）サイバーモール阿蘇HP

⑤宮崎県ソフトウェアセンター

③熊本テレワークセンター

出典）宮崎ソフトウェアセンターHP

②eむらづくり（五島市）

EC（eコマース）協議会九州支部

出典）全国eコマース協議会九州支部HP

⑥eむらづくり（豊後高田市）

①SOHO SAGA

出典）SOHO SAGA HP

出典）豊後高田市HP

合併後、市の一体化を
進め、地域間の連携を
高めるために、情報通
信基盤の整備を進める
こととし、その指針とな
る「五島市e－むらづくり
地区計画」を策定してい
る。

サイバーモール阿蘇は、
熊本県阿蘇四町村(一の
宮町・阿蘇町・産山村・波
野村)を紹介し、阿蘇の大
自然に触れてみたい方へ、
インターネットによる宿泊
予約と、阿蘇の大自然が
育んだ農産物を中心とし
た物産品の購入が可能な
ショッピングモールを兼ね
備えた構成になっている。

「地域ソフト
法」に基づき
設立され、人
材育成事業、
斡旋指導事
業、コンサル
タント事業、
実践指導事
業を実施して
いる。

アントレプレナーや独創的なビジ
ネスを展開するベンチャー企業
のためのインキュベーション施設
で、産学官から構成される入居
審査委員会の審査を通過し、入
居が決定した個人・企業には、イ
ンキュベーションオフィスを提供
するだけでなく、インキュベーショ
ン・マネジャーによる各々の成長
段階に応じた支援、また、セン
ター内、コミュニケーションサロン
やオープンスペースが利用でき、
入居者同士の交流もさかんに行
われている。

SOHOテレワーク
は地域の人財（人
材は宝）の潜在能
力を活用する有
効なツールです。
SOHO SAGAでは
SOHOテレワーク
の支援、育成を通
して佐賀の地域
活性化に貢献す
ることをめざして
いる。

「食」と「農」の再
生プランの柱で
ある「都市と農山
漁村の共生・対
流」の促進、ＩＴを
活用した効率的
な農林漁業の展
開や農山漁村の
生活環境の向上
等を目指している。

NPO法人全国イーコマース協議会（EC協議会）九州支部は、同協議会会員のう
ち、特に九州地区会員事業者を中心として、また九州地域のイーコマース事業
の拡大・促進・向上を主な目的としている。EC協議会やその会員によるメーリン
グリストである「熱い!九州ML」内での情報交換で、受注業務の効率化を進めて
いる。

九州圏におけるテレワークのネットワークとeコマース（事例）
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・世界の経済成長のグローバル化が進む中で、中国、インド、ＡＳＥＡＮなどは、今後50年間常に高い成長
率を維持していくことが予想されている。東アジア諸国の経済成長により、エネルギー需要（供給）は、
急速に増大しており、また経済活動の負の副産物である漂着ゴミなどの国際的問題が顕在化してきている。

東アジアの海岸線における漂着ごみの量
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出典）「国土計画審議会第11回計画部会資料」
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世界の一次エネルギー供給の推移（地域別）

出典）内閣府「国民経済年報」、Ｗｏｒｌｄ Bank、World Develppment Ｉｎｄｉｃａｔｏｒｓ、各国統計など
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び大洋州を含む

第１章第２節（３）① 東アジア等の著しい経済発展
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・九州圏では、１９９５年から２００５年の１０年間で貿易額が約２倍弱に拡大している。
・１９９０年には約４割強を占めていた欧米は２００５年には約３割弱に減少する一方、アジア全体のシェ
アは約２倍に上昇している。

・九州圏からの海外企業進出数の約7割、入国外国者数の約9割を東アジアが占めている。
・九州圏における国際旅客、物流需要動向は各日に増大かつ多様化している。

第１章第２節（３）② 東アジアの発展と九州圏の人、物、情報等の流通
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出典）九州経済産業局

出典）「社会資本整備に係る九州ブロックの将来の姿」
平成１６年３月国土交通省

アジア間物流の増加 九州圏の輸出入の動向

九州圏の物流機能に対する企業ニーズ

１０年後

九州圏における企業進出動向

九州企業による海外進出の年次別進出件数
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2005年 九州企業の海外進出先

タイ 2
インドネシア 1
ベトナム 1
インド 1

ドイツ 1
イタリア 1

アラブ首長国連邦 1

米国 1
バハマ 1
ブラジル 1

中国 18

台湾 13

2004年以降に進出した外資企業の進出先

鹿児島 4%
宮崎 2%

熊本 4%

大分 3%

長崎 2%

福岡 85%

マザー工場 生産量増大

ニーズ（個別）

リードタイム
の短縮

ジャストイン
タイム

低コスト化

便数・航路数の増加
・貨物専用便の就航

・貨物集約化 など

港湾・空港までの交
通アクセスの改善
・高速道路・高規格道

・一般道路の整備・拡充

・コンテナ積替円滑化
など

港湾・空港のソフト
面サービスの向上
・通関の２４時間化

・通関手続の簡素化

・各種規制緩和 など

早く

安く

確実に

＋

環境配慮

物流効率の向上

ニーズ（全体）

複合一貫輸送の充実

物流ネットワークの
充実

コンテナ基地の設置

国内輸送サービス網の
拡充展開

出典）九州経済産業局資料
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